
　
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年８月13日

【四半期会計期間】 第95期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

【会社名】 株式会社ユアテック

【英訳名】 YURTEC CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　熊　谷　　満

【本店の所在の場所】 仙台市宮城野区榴岡四丁目１番１号

【電話番号】 仙台(022)296-2111(代表)

【事務連絡者氏名】 連結決算課長　　前　川　正　弘

【最寄りの連絡場所】 仙台市宮城野区榴岡四丁目１番１号

【電話番号】 仙台(022)296-2111(代表)

【事務連絡者氏名】 連結決算課長　　前　川　正　弘

【縦覧に供する場所】 株式会社ユアテック

　東京本部

　(東京都台東区東上野二丁目18番10号(日本生命上野ビル))

　青森支社

　(青森市大字新町野字岡部63番１号)

　岩手支社

　(盛岡市みたけ四丁目10番53号)

　秋田支社

　(秋田市川尻町字大川反233番９)

　山形支社

　(山形市大野目三丁目５番７号)

　福島支社

　(福島市伏拝字沖35番１)

　新潟支社

　(新潟市中央区東万代町９番16号(シティビル沼垂))

　北海道支社

　(札幌市中央区北４条西16丁目１番地(第一ビル))

　横浜支社

　(横浜市西区北幸二丁目10番27号(東武立野ビル))

　大阪支社

　(大阪市中央区平野町二丁目２番８号(イシモトビル))

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　(注)　東京本部及び岩手支社、山形支社、福島支社、新潟支社を除く支社は金融商品取引法の規定による縦覧

に供すべき支社ではないが、株主の便宜のため縦覧に供するものである。

EDINET提出書類

株式会社ユアテック(E00137)

四半期報告書

 1/25



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第95期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第94期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 32,879 206,971

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △ 652 6,119

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △ 174 2,715

純資産額 (百万円) 84,791 85,292

総資産額 (百万円) 160,635 168,941

１株当たり純資産額 (円) 1,056.76 1,062.86

１株当たり当期純利益
金額又は四半期純損失
金額(△)

(円) △ 2.18 33.99

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益
金額又は四半期純利益
金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 52.5 50.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,685 744

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,086 △ 1,841

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 10 119

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 24,094 20,429

従業員数 (人) 5,434 5,245

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　いない。

　　  ２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　  ３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

　　しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 5,434

　(注)　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

　　　　出向者を含む）である。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(人) 3,951

(注) 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）である。
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第２ 【事業の状況】
　

　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める設備工事業及びその他の事業では生産実績を定義する

ことが困難であり、設備工事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわ

ない。

また、当社グループにおいては設備工事業以外では受注生産形態をとっていない。

よって、受注及び販売の状況については可能な限り「財政状態及び経営成績の分析」における各事業の

種類別セグメントの業績に関連付けて記載している。

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

　

設備工事業における受注工事高及び完成工事高の状況

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高

　

期別 区分
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
(百万円)

期末繰越
工事高
(百万円)

 
当第１四半期累計期間

 　(自平成20年４月１日
 　 至平成20年６月30日)

 

屋内配線
工事

33,805 15,677 49,482 11,169 38,313

配電線
工事

11,030 13,207 24,237 10,899 13,338

その他
工事

24,828 18,370 43,198 8,632 34,566

計 69,663 47,255116,91930,700 86,218

 
 

前事業年度
　 (自平成19年４月１日
 　 至平成20年３月31日)
　 

 

屋内配線
工事

34,626 62,430 97,056 63,251 33,805

配電線
工事

10,623 49,136 59,760 48,730 11,030

その他
工事

41,185 68,235109,42184,593 24,828

計 86,435179,803266,238196,57569,663

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越工事高は(期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高)である。
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(2) 受注工事高

　

期別 区分
東北電力㈱
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

当第１四半期会計期間
(自平成20年４月１日
至平成20年６月30日)

屋内配線工事 100 1,826 13,750 15,677

配電線工事 13,077 0 129 13,207

その他工事 10,358 334 7,677 18,370

計 23,536 2,161 21,556 47,255

(注) 　　受注工事のうち主なものは、次のとおりである。

　　当第１四半期会計期間　請負金額３億円以上の主なもの

東北電力㈱ ・北上幹線新設工事(架線　第７工区)

東北電力㈱ ・北上幹線新設工事(架線　第１工区)

㈱福田組 ・(仮称)イオン下妻ショッピングセンター増築(電気・機械設備)工事

日本国土開発㈱ ・日本生協連　中央第２物流センター(仮称)新築(電気設備)工事

東北電力㈱ ・大和リサーチパーク線(仮称)新設(土木)工事

　

　

(3) 完成工事高

　

期別 区分
東北電力㈱
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

当第１四半期会計期間
(自平成20年４月１日
至平成20年６月30日)

屋内配線工事 10 523 10,635 11,169

配電線工事 10,788 0 109 10,899

その他工事 4,348 8 4,274 8,632

計 15,148 532 15,019 30,700

(注) １　完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

当第１四半期会計期間　請負金額２億円以上の主なもの

ＴＤＫ㈱ ・ＴＤＫ－ＭＣＣ本荘工場電気設備工事

㈱大本組 ・(仮称)イオンおゆみ野ショッピングセンター新築(電気設備)工事

大成建設㈱ ・(仮称)仙台東口ビル新築(電気設備)工事

㈱大林組 ・(仮称)城西大学18号館新築(電気設備)工事

安藤建設㈱ ・(仮称)あいおい損害保険仙台ビル新築(電気設備)工事

２　完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

当第１四半期会計期間

東北電力㈱ 15,148百万円 49.4％

ＴＤＫ㈱ 3,675百万円 12.0％
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(4) 繰越工事高(平成20年６月30日現在)

　

区分
東北電力㈱
(百万円)

官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計
(百万円)

屋内配線工事 94 8,039 30,180 38,313

配電線工事 13,011 ― 326 13,338

その他工事 17,932 701 15,931 34,566

計 31,038 8,740 46,438 86,218

(注)　繰越工事のうち請負金額16億円以上の主なものは、次のとおりである。

二又風力開発㈱ ・六ヶ所村二又風力発電所施設建設工事 平成20年８月完成予定

東北電力㈱ ・北上幹線新設工事（鉄塔　第１工区） 平成21年12月完成予定

東北電力㈱ ・北上幹線新設工事（鉄塔　第７工区） 平成21年11月完成予定

清水建設㈱
・大手町一丁目地区第一種市街地再開発事業（全体

共用電気設備工事）
平成21年３月完成予定

東北電力㈱ ・十和田幹線新設（鉄塔）工事 平成21年10月完成予定

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものである。

　（1）業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とする米国経済の先行き懸念や

株式・為替市場の変動、エネルギー・原材料価格高の影響により、景気動向は総じて足踏み状態のまま推

移した。

　建設業界においては、公共工事が総じて低調に推移し、銅などの原材料価格の高騰により受注・価格競

争は依然厳しい状況が続いている。

　このような状況の中、当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は32,879百万円と前

第１四半期連結会計期間に比べ、7,040百万円（27.2％）の増収、営業損益は795百万円の損失となり前第

１四半期連結会計期間に比べ1,749百万円損失が縮小となった。また、経常損益は652百万円の損失となり

前第１四半期連結会計期間に比べ1,790百万円損失が縮小となり、さらに、四半期純損益は174百万円の損

失となり前第１四半期連結会計期間に比べ1,180百万円損失が縮小となった。

 

（設備工事業）

　設備工事業においては、公共工事が縮減されるなか民間工事においても受注獲得競争が激化し、厳しい

採算性を強いられる状況で推移した。

　このような経営環境のもと、当社は「市場競争力の強化と企業信頼度の向上」を中期基本目標に掲げ、

一般民間工事においては、大型物件の受注獲得やお客さまのニーズに応えたリニューアル工事の受注拡

大に注力するとともに、市場動向を勘案した地域別営業活動を展開した。

　また、電力工事においては東北電力の超高圧基幹送電線である十和田・北上幹線の基礎・鉄塔組立・架

線工事が最盛期を迎えたほか、設備の維持修繕工事なども順調に推移した。

　さらに、今年6月に発生した岩手・宮城内陸地震においては、東北電力企業グループの一員としてライフ

ラインの早期復旧に全社を挙げて取り組み、電力安定供給に貢献することができた。

　以上のような事業活動の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、受注工事高は47,255百万円（提出

会社個別ベース）となり前第１四半期連結会計期間に比べ3,838百万円（△7.5％）の減少となった。売

上高は32,352百万円（連結ベース）、営業損益は914百万円（連結ベース）の損失となった。
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（その他の事業）

　その他の事業においては、警備業、車両・事務機器・工事用機械等のリース業、不動産の管理業並びに伐

採木のリサイクル業等を中心に、売上高は527百万円、営業利益は106百万円となった。

 

　（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、24,094百万円の

残高となった。なお、当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は

次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は5,685百万円となった。これは、売上債権の回収などによるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は2,086百万円となった。これは、固定資産の購入などによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は10百万円となった。

 

　（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な

変更及び新たに生じた課題はない。

　

　（4）研究開発活動

当社においては、現在、次の４点を基本方針に研究開発を推進している。

　［基本方針］

　１．受注拡大

　２．原価低減

　３．経営基盤強化

　４．新規分野推進

  当第１四半期連結会計期間における研究開発費は、30百万円であった。

（設備工事業）

  当第１四半期連結会計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

　（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

①当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因としては、以下のようなものがある。当社グループ

の経営陣は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め

る所存である。

 

イ）新規受注の減少

公共工事ならびに電力設備投資について予想を上回る削減が行われた場合、業績に影響を及ぼす可

能性がある。

　

ロ）取引先の信用リスク

建設業においては、工事目的物の引渡後に工事代金が支払われる条件で契約が締結される場合が多

く、このため工事代金を受領する前に取引先が信用不安に陥った場合、業績に影響を及ぼす可能性があ

る。
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ハ）材料価格の変動

工事材料の価格が高騰した際、請負金額に反映することが困難な場合には、業績に影響を及ぼす可能

性がある。

　

②当社グループにおける経営戦略の現状と見通しとしては、以下の5つの戦略を展開し「社会から信頼さ

れ、お客さまから選択される企業」の実現を目指している。

 

イ）受注戦略

価格競争の激化により工事価格が低迷している現状を踏まえ、提案営業や開発営業を強化する一方

で、市場動向に的確に対応した営業活動を推進する。民間工事については、大型物件の受注獲得やお客

さまのニーズに応えたリニューアル工事の受注拡大に注力するとともに、市場動向を勘案した地域別

営業戦略の展開などを重点的に実施していく。また、電力工事においては引き続き電力安定供給を支え

る一員として、その役割を果たしていくとともに電力関連企業との連携を強化し、一般顧客からの受注

拡大を図っていく。情報通信関連工事については、携帯電話の基地局設置工事やテレビ放送の地上波デ

ジタル化工事などの受注獲得に向け積極的な営業活動を展開する。

 

ロ）原価低減戦略

資材の集中購買推進などによる購入価格の低減や着工時施工検討会の充実による原価低減を通じ

て、一層のローコスト体制の構築を図る。

 

ハ）経営基盤強化戦略

企業倫理・法令遵守の徹底及び企業倫理モニタリングの継続実施、内部統制システムの確立と継続

的な運用などを通して確実な業務遂行を実践する。

　また、高度な専門知識・技術を有する人材など、次世代を担う社員の育成を図る。

　さらには、高年齢者雇用安定法に基づく再雇用制度の定着、大規模自然災害を想定した危機管理体制

の強化、地球環境に配慮した経営の推進などに取り組んでいく。

 

ニ）業務品質向上戦略

経営層を構成員とする「業務品質向上委員会」を設置し、施工品質のさらなる向上と内部統制の運

用による業務処理の適正化を推進する。

　さらに、事故や施工ミスの発生に至る人的要因の分析にまで踏み込んだ安全教育の実施により、労働

災害、施工ミス・トラブルの未然防止を図り、また、債権管理や法律実務などの教育・指導を通じて不

良債権や諸トラブルの発生を防止するなど、ネガティブコストの回避に努める。

 

ホ）グループ総合力向上戦略

効率的なグループ経営と業務適正化に向けた管理及び支援体制の強化に取り組む。そのために、企業

グループ各社の役割の明確化と効率的な事業運営体制の構築、コンプライアンス強化に向けた管理・

指導を徹底する。また、施工体制の強化策として、グループ各社の作業責任者の技術力向上のための教

育・指導なども強化する。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度に計画していた㈱ユアテック仙台北営業所の新築は平成20年４月に完了した。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 81,224,46281,224,462
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 81,224,46281,224,462― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成20年６月30日

― 81,224― 7,803 ― 7,812

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿により記載をし

ている。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,360,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式78,533,000　　　　　　78,533 ―

単元未満株式 普通株式 1,331,462 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　　　　81,224,462 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　　78,533 ―

(注)　１　「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式である。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式43株及び証券保管振替機構名義の株式630株が含まれている。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱ユアテック

仙台市宮城野区榴岡
四丁目１番１号

1,360,000― 1,360,0001.67

計 ― 1,360,000― 1,360,0001.67

(注)　１　当社所有の単元未満株式43株は、上記所有株式数に含めていない。

２　このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)

　　ある。

　　なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含めている。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高(円) 600 649 667

最低(円) 517 574 609

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期

レビューを受けている。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更している。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ユアテック(E00137)

四半期報告書

12/25



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,707 17,447

受取手形・完成工事未収入金等 33,220 54,564

有価証券 8,000 2,600

未成工事支出金 18,579 12,565

その他 14,546 11,802

貸倒引当金 △827 △1,324

流動資産合計 90,225 97,654

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 18,835

※１
 18,831

土地 18,864 18,879

その他（純額） ※１
 7,719

※１
 10,662

有形固定資産合計 45,419 48,373

無形固定資産 1,620 1,347

投資その他の資産

投資有価証券 8,164 6,156

繰延税金資産 9,677 9,694

その他 6,474 6,703

貸倒引当金 △947 △989

投資その他の資産合計 23,369 21,565

固定資産合計 70,409 71,286

資産合計 160,635 168,941

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 28,056 37,845

短期借入金 2,360 2,320

未払法人税等 109 2,898

工事損失引当金 43 33

その他 14,057 9,598

流動負債合計 44,626 52,695

固定負債

長期借入金 5,410 5,050

退職給付引当金 22,756 22,863

役員退職慰労引当金 85 142

その他 2,964 2,898

固定負債合計 31,217 30,954

負債合計 75,844 83,649
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,803 7,803

資本剰余金 7,815 7,815

利益剰余金 71,607 72,176

自己株式 △581 △572

株主資本合計 86,645 87,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 241 161

土地再評価差額金 △2,504 △2,500

評価・換算差額等合計 △2,263 △2,338

少数株主持分 409 407

純資産合計 84,791 85,292

負債純資産合計 160,635 168,941
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

売上高 32,879

売上原価 29,749

売上総利益 3,129

販売費及び一般管理費 ※１
 3,925

営業損失（△） △795

営業外収益

受取利息 49

受取賃貸料 51

為替差益 59

その他 67

営業外収益合計 228

営業外費用

支払利息 1

投資有価証券評価損 72

持分法による投資損失 2

その他 9

営業外費用合計 85

経常損失（△） △652

特別利益

貸倒引当金戻入額 516

特別利益合計 516

特別損失

前期損益修正損 95

その他 26

特別損失合計 122

税金等調整前四半期純損失（△） △257

法人税、住民税及び事業税 △104

法人税等調整額 18

法人税等合計 △86

少数株主利益 2

四半期純損失（△） △174
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △257

減価償却費 934

減損損失 9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △518

退職給付引当金の増減額（△は減少） △106

工事損失引当金の増減額（△は減少） 10

受取利息及び受取配当金 △63

支払利息 1

為替差損益（△は益） △75

持分法による投資損益（△は益） 2

有形固定資産売却損益（△は益） 2

売上債権の増減額（△は増加） 21,344

未成工事支出金の増減額（△は増加） △6,013

仕入債務の増減額（△は減少） △9,214

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,530

その他 △1,094

小計 8,489

利息及び配当金の受取額 49

利息の支払額 △1

法人税等の支払額 △2,851

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,685

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △750

定期預金の払戻による収入 650

預け金の預入による支出 △1,100

有形固定資産の取得による支出 △1,234

有形固定資産の売却による収入 16

無形固定資産の取得による支出 △90

投資有価証券の取得による支出 △0

長期貸付金の回収による収入 3

長期預け金の払戻による収入 800

その他 △380

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,086

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 400

自己株式の売却による収入 1

自己株式の取得による支出 △10

配当金の支払額 △399

その他 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △10

現金及び現金同等物に係る換算差額 75

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,664

現金及び現金同等物の期首残高 20,429

現金及び現金同等物の四半期末残高 24,094
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

会計処理基準に関する事項

の変更

 

(1)たな卸資産

　当第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号（平成18年７月５

日））を適用し、評価基準について、収

益性が低下した場合は正味売却価額ま

で簿価を切下げる方法に変更してい

る。

　なお、この変更による損益に与える影

響はない。

 

(2)リース取引に関する会計基準の

　 適用

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっていた

が、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　

会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））が平成20年４月１日以後開始

する連結会計年度に係る四半期連結財

務諸表から適用することができること

になったことに伴い、当第１四半期連

結会計期間からこれらの会計基準等を

適用し、通常の売買取引に係る会計処

理によっている。

　なお、この変更による損益に与える影

響は軽微である。

 

　

【簡便な会計処理】

　　該当事項なし
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

税金費用の算定方法

 

　税金費用の算定については、当第１四

半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて算定している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額　　38,069百万円

 

※１　有形固定資産減価償却累計額　　40,583百万円

 

　２　偶発債務

　　　　東北自然エネルギー開発㈱の風力発電所建設に伴う

日本政策投資銀行よりの借入金613百万円に対し

て保証している。

　２　偶発債務

　　　　東北自然エネルギー開発㈱の風力発電所建設に伴う

日本政策投資銀行よりの借入金613百万円に対し

て保証している。

　　　　風力発電事業を営む下記関連会社の電力受給契約に

関し保証予約(連帯保証)を行っている。

　　　東北自然エネルギー開発㈱

　連帯保証額 402百万円

　当社グループ負担額
　(負担割合)

195百万円(48.5％)

　　　　風力発電事業を営む下記関連会社の電力受給契約に

関し保証予約(連帯保証)を行っている。

　　　東北自然エネルギー開発㈱

　連帯保証額 398百万円

　当社グループ負担額
　(負担割合)

193百万円(48.5％)

　
　

(四半期連結損益計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。

従業員給料手当 2,035百万円

退職給付費用 215

　２　　当社グループの売上高は、主たる事業である設備工

事業において、契約により工事の完成引渡しが第

４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間

における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間

の売上高が著しく多くなるといった傾向がある。

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係（平成20年

６月30日現在）

現金預金勘定 16,707百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,910

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する有価証券 8,000

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資(その他) 597

３ヶ月以内に返済される預け金(そ
の他)

700

現金及び現金同等物 24,094
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　81,224千株

　

２　自己株式の種類及び総数

　　普通株式　 1,374千株

　

３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　　　該当事項なし

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 399 5.00平成20年３月31日平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

　　該当事項なし　
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
設備工事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1)外部顧客に対する売上高 32,352 527 32,879 ― 32,879

　(2)セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 2,173 2,174 (2,174) ―

計 32,353 2,700 35,054 (2,174) 32,879

営業利益又は営業損失(△) △ 914 106 △ 807 12 △ 795

(注) １　事業の区分は、日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

２　各区分に属する主要な事業の内容

　(1)設備工事業・・・電気、通信、空調工事、その他設備工事全般に関する事業

　(2)その他の事業・・警備業、不動産業、リース業、製造業、廃棄物処理業

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略した。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

　

(有価証券関係)

　　 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載していない。

　

(デリバティブ取引関係)

　　 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載していない。
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(１株当たり情報)

　　１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,056.76円 1,062.86円

　(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 84,791 85,292

純資産の部の合計額から控除
する金額(百万円)

409 407

(うち少数株主持分(百万円)) (409) (407)

普通株式に係る四半期連結会

計期間末(連結会計年度末)の

純資産額(百万円)

84,382 84,884

１株当たり純資産額の算定に

用いられた四半期連結会計期

間末(連結会計年度末)の普通

株式の数(千株)

79,850 79,864

　

　　２　１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額  2.18円

　(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

四半期純損失 (百万円)  174

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

―

普通株式に係る四半期純損失

金額(百万円)
 174

普通株式の期中平均株式数

(千株)
79,857
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(重要な後発事象)

　　 該当事項なし

　

(リース取引関係)

　　 前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載していない。

　

２【その他】

　　特記事項なし
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

株　式　会　社　ユ　ア　テ　ッ　ク

取　締　役　会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　那 須 　和 良　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　佐 藤 　森 夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　有 倉 　大 輔　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ユアテックの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユアテック及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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